
を予 感染症対策に取り 目標 100 100 100 100 感染症対応体 ①医療機関 ①医師会との連携 ウイルス検査を受 目標 25 25 25 25
① ％ ① 箇所

徹底 ②事業所 防する。 組む市民の割合 実績 95.8 - - - 制の充実 をとおし、感染症 けられる医療機関 実績 46 - - -

③公立小中学校 ①②③集団感染の 新しい働き方環境 目標 2 4 6 8 への対応体制を充 ワクチン接種がで 目標 60 60 60 60
② 件 ② 箇所

・義務教育学校 発生を防ぐ 整備費補助金利用 実績 0 - - - 実する。 きる医療機関数 実績 60 - - -

、公立保育園、 目標 目標
③ ③

公立放課後児童 実績 実績

クラブ" 目標 目標
④ ④

実績 実績

目標 目標
① ①

実績 実績

目標 目標
② ②

実績 実績

目標 目標
③ ③

実績 実績

目標 目標
④ ④

実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和4年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

・多種多様な媒体を活用し、感染拡大防止の取組を市民や事業者などに積極的に情報発信し周知する。 【施策の取組方針達成状況】

・事業所等における感染症対策や感染者が判明したときの感染拡大防止を支援する。 ■ 全て達成 ・感染状況に応じて、ホームページ、デジタル広告、新聞折込チラシ等を活用し市民に周知を図った。拡大期に

・発熱時に受診できる医療機関や、ウイルス検査が受けられる医療機関等の拡充が図られるよう支援する。 は街頭啓発を商業施設で実施した。
取組

・感染症のワクチン接種が受けやすい体制づくりを推進する。 □ 一部未達成 ・感染者が判明し、まん延防止のためにＰＣＲ等検査を実施した病院、高齢者施設等に対し支援を行った。
方針

・未知なるウイルスが発生した際の体制整備を図る。 ・発熱時にウイルス検査を実施する医療機関に補助金を交付し、ウイルス検査が受けられる医療機関を支援した

□ 全て未達成 。
施

・新型コロナウイルスワクチンを円滑に接種できるよう、医療機関を支援した。
策

・新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく「新型インフルエンザ等対策ガイドライン」等を更新するとと

□ 全て達成 もに、職員の防護服着脱訓練のほか、職員用防護服の備蓄を行った。

【施策の成果指標達成状況】
成果

■ 一部未達成 ・「感染症対策に取り組む市民の割合」は、感染対策について多様な媒体を活用して市民や事業者に周知を図っ
指標

たが、目標100％に対し、実績果は95.8％で目標は未達成だった。

□ 全て未達成 ・「新型コロナウイルス感染症ワクチン接種率」は、目標80％に対し実績は85.8％で目標を達成した。

基本事業名 令和4年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況 基本事業名 令和4年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況

感染症対策の徹底 ・感染拡大時には対策本部会議を開 取組方針 ■ 全て達成 □ 一部未達成 □ 全て未達成 感染症対応体制の ・発熱時にウイルス検査が受けれら 取組方針 ■ 全て達成 □ 一部未達成 □ 全て未達成

催し、市の対応方針を決定する。ま 成果指標 □ 全て達成 □ 一部未達成 ■ 全て未達成 充実 る医療機関が増えるように補助金等 成果指標 ■ 全て達成 □ 一部未達成 □ 全て未達成
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感染症の対策状況が把握できるため成果指標として採用

①市民　②事業所　③医療機関 ① 市人口 人 115,700 - - - した。
施策の目的

④公立小中学校・義務教育学校、公立保育園、公立放課後 ② 市内の事業所数（Ｈ28経済センサス調査） 箇所 6,236 - - - ②ワクチン接種が進むことが、まん延防止につながること
「対　象」

児童クラブ" ③ 市内医療機関数（病院・一般診療所） 箇所 106 - - - から成果指標として採用した。

④ 公立の小中学校等、保育園、放課後児童クラブ 箇所 84 - - - 成果指標

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 R4 R5 R6 R7 設定の考え方

①②③④感染防止対策の徹底を図る 感染症対策に取り組む市民の割合 目標 100 100 100 100
① ％

実績 95.8 - - -

新型コロナウイルス感染症ワクチン接種率 目標 80 80 80 80
施策の目的 ② ％

実績 85.8 - - -
「意　図」

目標 ① 市政アンケート
③

実績 成果指標の ② 対象人口におけるワクチン接種を受けた方の率

目標 取得方法 ③
④

実績 ④

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7

感染症対策の ①市民 ①②③感染症


